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令和 7 年度（2025 年度）事業計画 
（令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年３月 31 日まで） 

 

建築設備士をはじめとする建築設備技術者の資質及び社会的地位の向上、2050 年カーボンニュー

トラルなどに向けた建築設備技術の進歩改善への貢献を目指して「JABMEE VISION 2030」を踏ま

えた各種事業の推進に努めます。  

  同時に令和 7 年４月実施のすべての新築住宅・非住宅に対する省エネ基準適合義務化、令和８年

春予定の建築確認 BIM 図面審査にも的確に対応していきます。  

  建築設備技術の重要性を広く社会に伝えるため、本部及び支部において「建築設備士の日」記念

事業をはじめとして講習会や見学会などを実施してまいります。脱炭素社会の実現に向けた優れた

業績に対するカーボンニュートラル賞ならびに建築設備技術の進歩改善による社会貢献を行った団

体や優れた業績を上げた若手を讃える表彰活動なども議論を深めつつ引続き実施してまいります。  

協会機関誌である「建築設備士」の電子ブック版の普及拡大を図るとともに、各種協会活動のホ

ームページやメールマガジン配信による情報発信機能を拡充します。  

会員関連ではサービス充実を図り、多数の合格者を記録した建築設備士をはじめとする資格者の

入会促進に努めます。同時に収支面での改善を目指し、会費及び事業収入の拡大、費用の節約を重

視した協会運営に努めます。  

これらの方針に沿い当協会は適正かつ公正に、以下の事業を実施します。 

 

１．建築設備技術者の資質の向上・地位向上に向けた活動  

（1）会誌「建築設備士」、講習会・イベント等による技術情報の提供と周知  

（2）ホームページ、会員向け企画等による最先端動向の情報発信  

（3）政府ならびに建築設備団体ほか関係団体との協力と提言。例：省エネ基準の適合義務実施

や経産省 ZEB 委員会参画、BIM の活用・普及に関する活動展開や国交省  建築 BIM 推進

会議参画、脱炭素社会推進会議への参画など。  

（4）「建築設備士の日」記念事業の本部及び支部における開催や新聞等による建築設備士の重

要性の社会への周知  

（5）継続職能開発（CPD）制度の継続   

 

２．建築設備技術の進歩改善への貢献と調査研究活動  

     社会に役立つ建築設備の技術の調査研究に関する委員会を設け、以下の課題に取組む。  

（1）ZEB データベースの構築等による建築物の ZEB の普及及び調査研究  

（2）災害や事故等における設備システムの機能維持のための BCP 強化の調査研究。災害発生

時の建築設備被害調査及び報告  

（3）室内環境の適正化・健康／ウェルネスに係る調査研究  

（4）都市スケールの建築設備（スマートコミュニティ）に係る調査研究  

（5）建築設備における ICT（情報化技術）活用に係る調査研究  

（6）建築設備における BIM 活用に係る調査研究  

（7）既存建築物のエネルギー消費削減に資する調査研究  

(8) 環境建築のためのシミュレーション技術の普及および調査研究  
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３．講習、出版、表彰事業  

  １）講習会・見学会  

（1）建築設備技術者の技術水準向上に関する講習会の開催  

（2）若手技術者向けの見学会等の開催  

（3）最新技術の発表とディスカッションによる建築設備技術会議の開催  

  ２）出版  

（1）建築設備に関する技術書や報告書の作成・刊行  

（2）資格試験受験参考書の刊行  

（3）空調熱負荷エネルギー計算プログラムの普及推進  

  ３）表彰  

（1）カーボンニュートラル賞・大賞の選定と表彰  

（2）技術開発による社会貢献、協会活動への貢献等に対する表彰  

（3）優れた業績を有する若手技術者に対する表彰   

 

４．建築設備士、協会会員に対する利便性の充実と本部、支部活動の積極的展開  

１）建築設備士登録事務の推進  

（1）オンラインによる建築設備士試験合格者の登録、変更手続きの拡充  

（2）既存登録者の適正な管理  

２）協会会員に対する利便性の充実  

（1）会誌「建築設備士」の電子ブック版の普及拡大。冊子版希望者に対する有料での配布  

（2）建築設備情報年鑑ならびに竣工設備情報の電子データの作成及び普及  

（3）ホームページ、JABMEE ニュース（メールマガジン）、ＷＥＢセミナーの拡充  

（4）製品・技術・サービス等と基礎技術をオンラインで紹介する JABMEE TEC の拡充  

３）本部、支部活動の積極的展開  

（1）DX を活用した業務効率化の推進  

（2）支部単位での講演会・見学会、イベント、出張講座、教育機関との連携の推進  

（3）設備女子会の活動促進と女性技術者の支援の推進   

 

5．その他、本会の目的を達成するために必要な事業  






